
予算編成過程・住民参加状況調査結果 

 

１ 調査の目的と方法 

 

（１）「参加型予算」の意義 

現代社会では、政府の活動はそのほとんどが財政行為を通じて行われる。したがって、財政のあり方を

国民・住民の意思に基づいてコントロールする財政民主主義は、民主主義社会の根幹をなすといえる。

なかでも、政府の役割が大きくなっている今日、政府（中央も地方も）が具体的に何を行うのかを提示し、

これを国民・住民のコントロールのもとに置く予算制度は、ますます重要になっている。ただ、予算編成権

は、もっぱら行政内部において行使されてきており、このプロセスに国民・住民が関与するための具体的

手段はほとんど制度化されてこなかった。 

そうしたなかで、予算の編成や執行の過程に住民が参加する「参加型予算」の取り組みも、とりわけ地

方自治体において見られるようになり、参加型民主主義の一つの方向として注目されている。 

 「参加型予算」は、二つの類型に分けられる。第 1 は、行政内部における予算編成過程を公開し、住

民が意見を述べ予算編成に参加する道をつくる方向。第２は、予算の一部（例えば、ある地域に関する部

分や、ある分野に関する部分など）を、何らかの方法で関係する人々の自主的な判断に委ねる方向であ

る。 

本調査は、こうした「参加型予算」の意義を踏まえ、各自治体における、予算編成過程の公開度と予算

編成に住民が参加するしくみの現状と課題を明らかにすることが目的である。調査の大部分は「参加型予

算」の第１の方向に向けられているが、「その他の住民参加制度」を聞くことにより、第２の方向も調査対象

としている。 

 

（２）調査方法 

①調査内容 

 予算編成は、一般に下図のようなプロセスで行われている。 

 

そこで、本調査では、次のことを調査対象とした。 

ａ 一連の予算編成過程（予算編成方針、予算要求、査定、予算説明書）が自治体のホームページ

上で公開されているか。 

ｂ そのプロセスにおいて住民が予算について意見を述べる機会が保証されているか。 
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ｃ 住民の意見と自治体の回答を公表しているか。 

ｄ その他の、予算編成に対する住民参加制度はあるか。 

  調査項目と配点は表１のとおりである。 

 

表１ 予算編成過程・住民参加状況調査の調査票 

 

 

②調査対象 

・全都道府県（４７団体）及び政令市（20 団体）。 

・２０２２年度当初予算の編成を対象とした。 

 

③調査の手順 

・まず全国市民オンブズマンが各自治体のホームページを閲覧して一次判定を実施。 

・一次判定結果を対象自治体に送付し、自治体に判定のチェックを依頼。 

・自治体からの意見と全国オンブズマン側の誤り是正をふまえて、二次判定を実施。 

・二次判定結果を自治体に送付し、意見を求め必要な修正を加えたうえで調査結果を確定。 

＊すべての対象自治体から、判定チェックへのご協力が得られた。 

 

２ 調査結果 

 

（１）調査結果の自治体別ランキング 

 調査結果を、合計得点の高い順に並べたのが、表 2（都道府県）、表 3（政令市）である。 

 

 

番
号

判定方法
配
点

1 ０：非掲載、１：掲載 10

2 部局別または課別要求額 ０：非掲載、１：掲載 5

3 事業別要求額 ０：非掲載、3：新規事業や主要事業のみ、5：全事業 5

4 事業別の主な事業内容 ０：非掲載、１：掲載 10

5 事業別財源内訳 ０：非掲載、3：新規事業や主要事業のみ、5：全事業 5

6 財政課など事務レベルの査定額 ０：非掲載、１：掲載 5

7 財政課など事務レベルの査定理由 ０：非掲載、１：掲載 5

8 知事・市長査定の査定額 ０：非掲載、１：掲載 5

9 知事・市長査定の査定理由 ０：非掲載、１：掲載 5

10 ０：非掲載、１：掲載 10

11 HPに予算編成過程で意見を述べる手段を提供又は教示している ０：非掲載、１：掲載 10

12 提出された意見をHP上で公表している ０：非掲載、１：掲載 5

13 意見に対する回答をHP上で公表している ０：非掲載、１：掲載 10

14 その他の住民等の参加制度 ０：非掲載、１：掲載 10

参加制度がある場合はその概要
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表 2 予算編成過程・住民参加調査結果（都道府県） 

 

 

項目番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

部局
別・課
別要
求額

事業
別要
求額

事業別
の主な
事業内

容

事業
別財
源内
訳

事務
レベ
ル査
定額

事務レ
ベル
査定
理由

知事
査定
額

知事
査定
理由

配点 100 10 5 5 10 5 5 5 5 5 10 10 5 10 10 100 90

平均値 35 10 2 2 5 1 1 1 1 1 7 1 1 1 0 35 28 6.9

1 岐阜県 90 10 5 5 10 5 5 5 5 5 10 10 5 10 0 90 90 0

1 大阪府 90 10 5 5 10 5 5 5 5 5 10 10 5 10 0 90 65 25

1 鳥取県 90 10 5 5 10 5 5 5 5 5 10 10 5 10 0 90 90 0

4 東京都 85 10 5 5 10 0 5 5 5 5 10 0 5 10 10 85 15 70

5 徳島県 80 10 5 5 10 5 5 0 5 0 10 10 5 10 0 80 75 5

6 長野県 73 10 5 3 10 0 0 0 5 5 10 10 5 10 0 73 70 3

7 大分県 63 10 5 3 10 0 0 0 0 0 10 10 5 10 0 63 40 23

8 三重県 58 10 5 3 10 0 0 0 5 5 10 0 0 0 10 58 30 28

9 高知県 55 10 5 5 10 5 5 5 0 0 10 0 0 0 0 55 55 0

10 広島県 51 10 5 3 10 3 0 0 5 5 10 0 0 0 0 51 20 31

11 神奈川県 50 10 5 5 10 5 0 0 5 0 10 0 0 0 0 50 40 10

11 滋賀県 50 10 5 5 10 5 0 0 5 0 10 0 0 0 0 50 45 5

13 京都府 48 10 0 3 10 0 0 0 5 0 10 10 0 0 0 48 45 3

14 北海道 46 10 0 3 10 3 5 5 5 5 0 0 0 0 0 46 30 16

15 岡山県 45 10 5 5 10 0 0 0 5 0 10 0 0 0 0 45 15 30

16 青森県 38 10 5 3 10 0 5 5 0 0 0 0 0 0 0 38 20 18

16 香川県 38 10 5 3 10 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 38 15 23

16 長崎県 38 10 5 3 10 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 38 25 13

19 山形県 33 10 0 3 10 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 33 20 13

20 埼玉県 30 10 5 0 0 0 0 0 0 5 10 0 0 0 0 30 35 -5

21 岩手県 28 10 5 3 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28 15 13

21 島根県 28 10 5 3 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28 40 -12

23 静岡県 25 10 5 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 25 25 0

23 熊本県 25 10 0 0 0 0 5 0 5 5 0 0 0 0 0 25 60 -35

25 奈良県 23 0 0 3 10 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 23 10 13

26 茨城県 20 10 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 20 20 0

26 栃木県 20 10 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 20 25 -5

26 群馬県 20 10 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 20 10 10

26 富山県 20 10 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 20 20 0

26 石川県 20 10 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 20 10 10

26 山梨県 20 10 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 20 30 -10

26 愛知県 20 10 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 20 20 0

26 和歌山県 20 10 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 20 10 10

26 山口県 20 10 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 20 10 10

26 愛媛県 20 10 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 20 10 10

26 福岡県 20 10 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 20 10 10

26 佐賀県 20 10 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 20 15 5

38 鹿児島県 15 10 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15 15 0

39 宮城県 10 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 10 0

39 秋田県 10 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 10 0

39 福島県 10 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 10 0

39 千葉県 10 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 10 0

39 新潟県 10 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 15 -5

39 福井県 10 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 10 0

39 兵庫県 10 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 10 0

39 宮崎県 10 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 20 -10

39 沖縄県 10 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 10 0
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表 3 予算編成過程・住民参加調査結果（政令市） 

 

 

 調査結果の特徴は上下乖離である。合計得点 80 点以上が６団体（都道府県 5 団体、政令市 1 団体）

ある一方で、20 点以下が 26 団体（都道府県 22 団体、政令市４団体）と約 4 割、30 点以下だと 39 団体（都

道府県 28 団体、政令市 11 団体）と 6 割近い。つまり、予算編成過程の公開と住民参加は、依然少数の

自治体にとどまっているといえる。 

 80 点以上の上位６団体は次の自治体である。 

・90 点 岐阜県、大阪府、鳥取県 

・85 点 東京都 

・83 点 名古屋市 

・80 点 徳島県 

 そのうち 2012 年度調査時点1でも 80 点以上だったのは、岐阜県、鳥取県、名古屋市の 3 団体で、大阪

府、東京都、徳島県は、この 10 年間で予算編成過程の公開を進めてきたといえる。 

 

 

 

                                               
1 2012 年度調査では、2022 年度調査よりも多くの項目を調査しており、配点も異なる。そこで 2012 年度と 2022 年度を比

較するため、2022 年度調査と同じ調査項目の判定結果を抽出したうえで、同一の配点に換算した。ただし、「その他の住

民参加制度」（配点 10 点）という調査項目は、12 年度調査ではなかったため、12 年度調査の 22 年度への換算点では満点

が 90 点となっている。本報告書で 2012 年度調査結果という場合、すべて同じ換算を行ったものである。 

項目番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

部局
別・課
別要
求額

事業
別要
求額

事業別
の主な
事業内

容

事業
別財
源内
訳

事務
レベ
ル査
定額

事務レ
ベル
査定
理由

市長
査定
額

市長
査定
理由

配点 100 10 5 5 10 5 5 5 5 5 10 10 5 10 10 100 90

平均点 37 10 2 1 4 1 1 1 4 3 9 1 0 1 0 37 32 4.5

1 名古屋市 83 10 5 3 10 0 5 5 5 5 10 10 5 10 0 83 70 13

2 千葉市 61 10 5 3 10 3 5 5 5 5 10 0 0 0 0 61 35 26

3 堺市 51 10 5 3 10 3 0 0 5 5 10 0 0 0 0 51 50 1

4 大阪市 50 10 5 5 10 5 0 0 5 0 10 0 0 0 0 50 25 25

5 札幌市 48 10 5 3 10 0 0 0 5 5 10 0 0 0 0 48 60 -12

5 北九州市 48 10 5 3 10 0 0 0 0 0 10 10 0 0 0 48 60 -12

7 岡山市 43 10 5 5 10 3 0 0 5 5 0 0 0 0 0 43 10 33

8 新潟市 36 10 0 3 10 3 0 0 0 0 10 0 0 0 0 36 50 -14

9 さいたま市 35 10 0 0 0 0 5 0 5 5 10 0 0 0 0 35 50 -15

10 仙台市 30 10 0 0 0 0 0 0 5 5 10 0 0 0 0 30 20 10

10 横浜市 30 10 0 0 0 0 0 0 5 5 10 0 0 0 0 30 30 0

10 静岡市 30 10 5 0 0 0 0 0 5 0 10 0 0 0 0 30 25 5

10 京都市 30 10 0 0 0 0 0 0 5 5 10 0 0 0 0 30 25 5

10 広島市 30 10 0 0 0 0 0 0 5 5 10 0 0 0 0 30 20 10

10 福岡市 30 10 0 0 0 0 0 0 5 5 10 0 0 0 0 30 20 10

16 神戸市 25 10 5 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 25 25 0

17 川崎市 20 10 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 20 15 5

17 相模原市 20 10 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0 20 10 10

17 熊本市 20 10 0 0 0 0 0 0 5 5 0 0 0 0 0 20 30 -10

20 浜松市 10 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 10 0
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（２）得点上位自治体における公開の事例 

①岐阜県 

 「予算編成過程の公開」のトップページは下のとおり。 

 予算編成方針 → 要求状況 → 途中経過 → 知事査定後 

が、予算編成の流れに沿って順次掲載されている。 

 

 

 要求状況の中身を見ると、事業ごとに予算要求資料が掲載されており、事業費、要求内容、事業費の

積算内訳、参考事項（各種計画での位置づけ等）、及び事業評価調書を見ることができる。 

 

②大阪府 

 「予算編成過程公表サイト」のトップページでは、予算編成の流れに沿って、 

当初予算編成要領 → 要求書 → 査定書 → 財務部長復活要求書 → 財務部長復活査定書 

→ 最終調整要求書・査定書 → 当初予算案 

が公表され、閲覧できる。 

 中を見ると、事業ごとに要求額・査定額、財源内訳等を確認できる。事例は、「IR 事業化推進事業費」で

ある。 



 

 

 

 

 



③鳥取県 

 鳥取県の「予算編成過程の公開」ページで、要求状況と査定状況が順次掲載されている。鳥取県では、

2011 年度以降、「一般事業」と「政策戦略事業」に区分した要求・査定スケジュールが組まれている。 

 中身を見ると、事業ごとに、事業費、事業内容（事業の目的・概要、主な事業内容、背景）、財源内訳が

記載されている。ここでは、例として「子どもの貧困対策総合支援事業」の要求の一部を掲載した。 

 



 

 

 

３ 考察～「参加型予算」に向けた課題～ 

 

（１） 予算編成過程公開の現状と課題 

①一部の自治体にとどまっている予算編成過程の公開と住民参加 

 先に確認したとおり、公開を進めている団体はごく一部にとどまっている。 

 

②この 10 年間（2012 年度～2022 年度）の変化 

 



表 4 項目別得点の変化（2012 年度→2022 年度） 

 

  

では、この 10 年間に変化はあったのか、なかったのか？ 確かに、予算編成過程の公開を進め、大き

く得点を上げた自治体はあったが、平均的に見ればどうか。表 4 は、調査項目ごとに 12 年度調査結果と

22 年度調査結果とを比較したものである。 

 増減に注目してみると、予算要求と首長査定理由で得点が上昇しているが、肝心の住民参加に関する

項目では、むしろ得点が下がっている。そもそも我々の目的からすれば、予算編成過程の公開も、予算

への住民参加、「参加型予算」にあるので、全体として改善の取り組みが進んだとは言い難い。 

 

（２）予算編成への住民参加の実情 

 では、予算編成過程の公開を進めてきた自治体における、住民参加の実情はどうなっているのか。調

査項目１４「その他の住民参加制度」を除いて満点の自治体が３団体あった。岐阜県、大阪府、鳥取県で

ある。 

 この 3 団体では、予算要求～査定のプロセスがすべて公開され、その過程で住民が意見を述べる機会

も与えられている。そこで、この 3 団体について、住民からどのような意見が提出され、自治体はどのよう

に回答してきたかを調べた。その結果は以下のとおりである。 

 

①岐阜県 

 予算編成過程の公開ページに、「このページの内容に関するお問い合わせ先」として財政課の連絡先

を記載するとともに、「個別の事業に対するご質問・ご意見は、各事業の様式内にございます担当課まで

お寄せください。」と注記し、事業別要求書に連絡先が記載されている。 

財政課は、県民からの意見と回答を公表しているが、その状況を見ると、2008 年度～2021 年度の 14

年間で 25 件と少ない。また、寄せられた意見の内容は、予算に関係しているものもあるが、予算編成に対

する具体的な要求はほとんど見られなかった。 

 

②大阪府 

大阪府の場合、予算編成過程公表サイト内に府民からの意見を求める記載はなく、ホームページ下部 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

部局
別・課
別要
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事務レ
ベル
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首長
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額
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10 5 5 10 5 5 5 5 5 10 10 5 10 10 100

12年度 10.0 2.8 0.9 1.7 0.5 1.1 1.1 1.8 1.5 3.8 1.3 0.4 0.9 - 27.7

22年度 9.8 2.2 1.8 4.7 0.9 1.0 0.7 1.5 1.1 6.8 1.5 0.7 1.5 0.4 34.6

増減 ▲ 0.2 ▲ 0.5 0.9 3.0 0.3 ▲ 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.3 ▲ 0.4 3.0 0.2 0.3 0.6 - 6.9

12年度 10.0 3.3 0.8 1.0 0.0 1.8 1.5 3.3 3.0 2.5 2.0 1.0 2.0 - 32.0

22年度 10.0 2.3 1.4 4.0 0.9 0.8 0.5 3.5 3.0 8.5 1.0 0.3 0.5 0.0 36.5

増減 0.0 ▲ 1.0 0.7 3.0 0.9 ▲ 1.0 ▲ 1.0 0.3 0.0 6.0 ▲ 1.0 ▲ 0.8 ▲ 1.5 - 4.5
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の「お問合せ」から「府政への意見」というペー

ジへのリンクが張られている。したがって、大阪

府の場合、予算編成に特定した意見を求めて

いる場はなく、意見・要望一般を受け付けてい

るということだ。その結果を集計したのが表 5 で

ある。 

 寄せられた意見の総数は、1 年間に約 5 万 6

千件と多く、意見の内容も多岐にわたってい

る。 

 だが、2021 年度の回答数は 115 件で、しかも

多少とも予算に関係する意見と回答は 1 件の

みだった。予算編成過程の公開はきめ細かく

実施されているが、住民の意見を予算に反映

させる手段としては、十分に機能しているとは

言い難い。 

 

 

③鳥取県 

鳥取県の場合も、「予算編成過程の公開」ページ内で県民の予算に対する意見を求めているのではな

く、一般的な「県民の声」というページで、「意見の受付」、「意見に対する回答」、及び「意見・提言等を取

り入れた事業」を掲載している。 

2020 年度の「県民の声」受付は、2,717 件（4，917 意見）あった。また、2021 年度当初予算に反映した

提言として、69 意見、92 事業があげられている。これら事業の合計額は約 200 億円であり、鳥取県の

2021 年度当初予算の総額約 3，600 億円と比べれば小さな額ではない。ただ、やはり鳥取県の場合も、

予算編成過程の公開を通じて寄せられた県民の意見が反映されたものとは言い難いだろう。 

 

 

　　表5　大阪府に寄せられた意見と回答（2021年度分）

件

49,863

　感染症対策 20,698

　経営支援 1,691

　教育施策 14,667

　オリンピック 73

　環境施策 55

　府・大阪市の一体的行政運営 294

　府営公園 2,636

　府の施設 121

　府の広報広聴 28

　道路 12

　府立高校 16

　私立学校 13

　児童虐待 55

　選挙 12

　支援学校 4,512

　都市魅力・観光 37

　統合型リゾート（ＩＲ） 71

　万国博覧会（大阪・関西万博） 85

　大阪マラソン 43

4,089

1,996

55,948

　回答総数 115

　　うち予算に関係するもの 1

（出所）大阪府のホームページ掲載資料より作成。
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（３）「その他の住民参加制度」について 

 本調査において、「その他の住民参加制度」に該当すると判定させていただいたのは、2 団体の取り組

みのみである（東京都、三重県）。それ以外の団体でも、住民の意見を聴取して政策に反映しようとする

取り組みは見られたが、今回の調査では、予算への反映が明示されているものだけを評価対象とさせて

いただいた。 

2 団体の取り組みを紹介する。 

 

①東京都 

表 6 東京都における 2022 年度当初予算編成の流れ 

8 月 12 日 令和４年度予算の見積りについて（副知事） 

10 月 25 日 予算要求締切り 

11 月 16 日 予算要求状況公表 

11 月 8 日 

～12 月 3 日 
各種団体ヒアリング（副知事） 

12 月 23 日 都議会各会派からの要望 

1 月 6 日 
財務局査定結果の公表（12 月 15 日時点の調整結

果） 

1 月 8 日～14 日 知事査定 

1 月 28 日 知事査定結果・予算案の公表 

 

東京都の 2022 年度当初予算編成は、表 6 のようなスケジュールで進められた。10 月下旬に各部局か

らの予算要求を締め切って要求を取りまとめた後、予算要求の公表と並行して、11 月～12 月の約 1 ヶ月

間を各種団体からのヒアリングに充てている。 

ヒアリングは、副知事が出席し、49 団体から、計 11 回にわたって実施された。あわせて文書による要望

も受け付けており、53 団体から要望書が提出された。なお、ヒアリングの議事録と要望書が公開されてい

る。 

ヒアリング対象団体は、東京都が選定しており一般に広く開かれているとは言えないが、予算編成の公

開と併せて、各種団体の意見を予算編成全般に反映する取組と言えよう。 

 

②三重県 

三重県では、「みんなでつくろか みえの予算（みんつく予算）」という取組を行っている。 

「2021 年度みんつく予算」の概要を紹介する。これは、2020 年度中に市民から事業を募集し、2021 年

度予算に反映する取組であり、次のように実施された。 

2020 年 6 月 24 日～8 月 31 日 事業提案の募集 → 320 事業の応募 

                      → 事業化候補 34 本を選定 

10 月 22 日～11 月 2 日   みんつく討議：意見募集（10 月 30 日 オンライン意見交換会） 

   → 意見もふまえて作った 29 の事業を提示 

12 月 7 日～21 年 1 月 6 日 県民「投票」（投票者数 1，790 人、投票総数 4，361 票） 

 



表 7 2021 年度県民参加型予算（みんつく） 

投票事業一覧 

                       単位：万円 

部局 提案件数 事業費 

防災対策部 1 244

医療保健部 3 1,595

子ども・福祉部 4 1,311

農林水産部 3 1,335

環境生活部 2 1,231

教育委員会 4 2,490

地域連携部 3 2,222

雇用経済部 5 4,260

県土整備部 4 985

合 計 29 15,673

（出所）三重県 HP 掲載資料より作成。 

 

 

 

投票対象となった事業額は合計 1 億 5,673 万

円。多くの市民が参加して予算を作っていく取組

であり、冒頭で挙げた「参加型予算」の第 2 の方

向性の 1 つと言えよう。応募提案 320 件の半数超

が、10 代～40 代の市民から提案されたものであり、

「みんつく予算」の広がりが感じられる。 

 

 

 

 

 

 

４ 結論 

 

○ 予算編成過程の公開に向けた取組は、自治体によって二極化している。少数の積極的自治体（岐阜

県、大阪府、鳥取県 東京都、名古屋市、徳島県）と、それ以外の取組まない自治体との乖離であ

る。 

 

○ 2012 年度調査時点との比較では、新たに、大阪府、東京都、徳島県が積極的自治体に加わったが、

全体的には大きな変化は見られなかった。 

 

○ 予算編成過程の公開に取り組んでいる自治体においても、大きな課題のあることが明らかになった。

「公開」と「参加」とが、うまく結びついていないことである。 

 

○ 予算編成過程を公開しても、住民からは、予算に対してあまり意見が提出されていないのが実情であ

る。その原因の一つとして、自治体が予算編成過程において、積極的に住民に意見の提出を求めて

いないことが考えられる。 

 

○ 今後の課題としては、自治体自身が、予算編成過程の公開を「参加型予算」の一手段と位置づけ、

「公開」→「住民意見」→「予算への反映」の流れを、しくみとして作っていく必要があるのではないか。

東京都の取組は、都が選定した各種団体という限定はあるが、予算編成を明示した意見聴取であり、

改善策の一つと言えるのではないか。 

 

○ 三重県の「みんつく予算」は、予算の一部分を市民の参加で作り出そうとするものであり、「参加型予

算」の一形態として参考にできる事例と思われる。 

 

 ＊最後に、ご協力いただいた自治体のみなさまに感謝申し上げます。 


